
 

 

 

 

 

 

 

 

キャリアアップ助成金（賃金規定等共通化コース）のご案内 

ミニトークNo.19では、働き方改革関連法のポイントと、それに関連する助成金についてご紹介しま

した。働き方改革関連法では同一企業内における正規と非正規との間の不合理な待遇差が禁止されます

（2020年4月施行（中小企業は2021年4月施行））。今回のミニトークでは、こうした改正法への対応に

資する支援制度である「キャリアアップ助成金」についてご案内します。 

キャリアアップ助成金は、有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者など、非正規雇用労働者の企

業内でのキャリアアップ等を促進するため、正社員化や各種の処遇改善の取組を実施した事業主に対し

て助成する制度で、以下の①～⑦のコースが設けられています。 

①正社員化コース ②賃金規定等改定コース ③健康診断制度コース ④賃金規定等共通化コース 

⑤諸手当制度共通化コース ⑥選択的適用拡大導入時処遇改善コース ⑦短時間労働者労働時間延長コース 

今回、このうち④賃金規定等共通化コースについてご紹介します。 

１．助成額 

 １事業所当たり ５７万円＜７２万円＞※中小企業の場合。＜ ＞は生産性の向上が認められる場合の額 

 共通化した対象労働者（２人目以降）について、助成額を加算。※対象労働者１人当たり２万円＜2.4万円＞ 

２．手続きの流れ 

 



キャリアアップ助成金（賃金規定等共通化コース）のご案内 

 

miniTALK №23 2019.1.11   P. 2 

 

 

本助成金における「賃金規定等共通化」のイメージとポイント 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人数加算（対象労働者（2 人目以降）１人当たり 2 万円＜2.4 万円＞）の考え方 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

対象となる労働者 ※以下の①から⑤までのすべてに該当する労働者が対象 

①賃金規定を共通化した日の前日から起算して 3 か月以上前の日から共通化後 6 か月以上の期間継続して支

給対象事業主に雇用されている有期契約労働者等であること 

②正規雇用労働者と同一の区分に格付けされている者であること 

③賃金規定等を共通化した日以降 6 か月間、当該対象適用事業所において雇用保険被保険者であること 

④事業主又は取締役の 3 親等以内の親族以外の者であること 

⑤支給申請日において離職していない者であること 

 
※本助成金の各種要件等の詳細については、厚生労働省 HP をご参照ください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html 


